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序 計画策定の趣旨 

１．人口ビジョンの位置付け                                         

平成２０年（２００８）に始まった日本の人口減少は、今後加速度的に進み、このまま推移する

と令和３２年（２０５０）には現在の居住地域の６割以上で人口が半分以下に減少し、２割の地域

では無居住化すると推計されております。人口の減少は、経済規模の縮小、雇用機会の大幅な減少

や都市機能の低下等を招き、地域経済社会に深刻な影響を与えていくことになると考えられていま

す。 

国では、急速な少子高齢化の進展に的確に対応し、人口の減少に歯止めをかけるとともに、東京

圏への人口の過度の集中を是正し、それぞれの地域で住みよい環境を維持して、将来にわたって活

力ある日本社会を維持していくために、平成２６年（２０１４）１１月に「まち・ひと・しごと創

生法」が制定され、同年１２月には人口の現状と将来の姿を示し、今後目指すべき将来の方向性を

提示する「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」が策定されました。  

本町の人口は平成７年（１９９５）から減少傾向に転じ、特に生産年齢人口、年少人口の減少が

進んでいます。今後より急速に進むと予測される少子高齢化・人口減少社会に歯止めをかけるため、

将来にわたり町民一人ひとりが誇りを持ち、心身ともに美しく暮らせるまちづくりを推進する必要

があります。 

美里町人口ビジョンは、人口の現状を分析し、人口問題に関する町民の意識の共有を図るととも

に、今後目指すべき将来の方向と人口の将来展望を得て維持することを目的に策定するものです。  

 

２．対象期間                                   

美里町人口ビジョンは、一定の期間の人口目標の達成に向けた一過性の取り組みでなく中長期的

な取り組みを行うことで、バランスの良い人口構成を目指し、永続的な町の維持を目標としていま

す。 

そのため、現在の人口構成を早い段階で変化させることが目標達成への近道であり、対象期間を

国の長期ビジョンの令和４2 年(２０６０)に対し、本町においては令和２２年(２０４０)までとしま

す。 
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２ 美里町の人口の現状 

１．現状の分析                                                  

（１）人口の推移と将来推計 

 

本町の人口について、昭和５５年以降の国勢調査の推移を見ると、ゆるやかに増加していた町

の人口は平成７年（１９９５）をピークに減少に転じています。平成２７年（２０１５）に 

１１，２０７人であった人口が、令和１２年（２０３０）には１万人を割り込み、令和２２年  

（２０４０）は約８，４００人となることが推計されます。  

年齢３区分別の人口を見ると、年少人口（０～１４歳）、生産年齢人口（１５～６４歳）は減少

していくことが推計されます。老年人口（６５歳以上）は令和１２年（２０３０）をピークに減

少することが推計されますが、人口全体の減少率の方が高いため、高齢化率は一貫して上昇する

ことが推計されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国勢調査（２０１５年まで）、国立社会保障・人口問題研究所※推計値（２０２０年以降） 

 

※国立社会保障・人口問題研究所（以下、「社人研」という。）とは、厚生労働省に所属する国立の研究機関であり、

人口や世帯の動向をとらえるとともに、国内外の社会保障政策や制度についての研究を行っている機関です。 
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（２）人口の推移と男女比及び世帯の状況 
 

人口動態調査（市区町村別）の住民基本台帳人口に基づく本町の人口の男女比の推移を見ると、

平成１７年（２００５）を境に男性の人口を女性が下回る状況に変化してきました。  

また、平成１２年（２０００）以降、人口が減少傾向になったのに世帯数が増えていることから、

単身世帯（未婚世帯・高齢者単身世帯）の増加や核家族化の進行が顕著になっていることがわかり

ます。世帯数が増加した要因としては、有料老人ホームやアパートの増加、核家族化等によると考

えられ、若者や子育て世代の生活形態の変化が推測できます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「人口動態統計（市区町村別）」の住民基本台帳人口（外国人は含まない。）・世帯数 
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（３）人口構成の推移 
 

平成７年（１９９５）からの人口構成の推移を分析すると、平成７年（１９９５）～平成２７年

（２０１５）にかけて逆ピラミッド型へと変化しています。平成２７年（２０１５）～令和２年  

（２０２０）にかけては大きく変化はありませんが、令和２年（２０２０）～令和２２年（２０４０）

にかけては、高齢化、若年世代の減少が顕著に表れています。特に２０代～４０代の人口が減少し

ていくことから、働く場の確保等による若年世代の定住が求められます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「人口動態統計（市区町村別）」の住民基本台帳人口（外国人は含まない。）、社人研推計値  
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（４）地域別人口の推移 
 

人口推移を地区別で分析すると、大沢地区の人口が他地区に先んじて減少傾向に転じました。ま

た、その後の状況を見ても大沢地区内の人口減少が加速しています。近年（平成２２（２０１０）

～令和２年（２０２０））は東児玉地区において人口が大きく減少しています。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：住民基本台帳  
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（５）合計特殊出生率と自然増減 
 

出生数、死亡数の推移を見ると、多少の増減はあるものの

ほぼ横ばいで推移しています。自然動態について見ると、死

亡数が出生数を大きく上回っており、８０～１２０人の間で

自然減が続いている状態です。 

合計特殊出生率は、人口ピーク時の平成７年（１９９５）

では国・埼玉県と比較して高い数値（１．５９）でした。そ

の後、急激に落ち込み平成１３年（２００１）は０．９６と

１．０に満たない数値になっています。一方で第１期人口ビ

ジョン・総合戦略（以下、「第１期計画」という。）策定以降、 

合計特殊出生率は上昇傾向を見せており、平成３０年 

（２０１８）には１．４６と、国・埼玉県よりも高い数値と

なっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：埼玉県の人口動態概況  
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（６）年代別の未婚率 
 

平成２７年（２０１５）の男性・女性の未婚率を見ると、本町は近隣市町より高い水準にありま

すが、第１期計画策定時（平成２２年（２０１０））のデータと比較すると未婚率は上がっています。 
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（７）転入・転出の状況と年齢階級別純移動数（社会増減） 
 

本町の社会増減について見ると、平成２２年（２０１０）に転出超過であったが、平成２３年（２

０１１）以降は転入が転出を上回る「社会増」の傾向となっています。特に第１期計画期間中にお

いては、転出が横ばいの状況であるのに対して転入が増加傾向にあり、社会増の傾向が強くなって

います。 

転入・転出先の内訳を見ると、転入・転出先ともに埼玉県内が６割以上を占め、近隣市町からの

移動が多いことがわかります。特に本庄市・深谷市が最も多く、転入・転出の大きな割合を占めて

おり、この傾向は第１期計画策定前後（平成２２年(２０１０)～２６年(２０１４)の５年間と平成 

２７年(２０１５)～令和元年(２０１９)の５年間）も変わっていません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

1,019

200

159

122

47

174

転出先内訳（人）

埼玉県 東京都 群馬県 国外 神奈川県 その他

1,153

274

168

94
47

205

転入先内訳（人）

埼玉県 東京都 群馬県 国外 茨城県 その他

282

348 353 353 366
319 327

371

464 460

302

237

286
332 345

326 331 344
366 354

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

500

平
成
２
２
年

平
成
２
３
年

平
成
２
４
年

平
成
２
５
年

平
成
２
６
年

平
成
２
７
年

平
成
２
８
年

平
成
２
９
年

平
成
３
０
年

令
和
元
年
度

2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年

社会動態の推移

転入 転出

（人）

334

198

120

94

54

0 50 100 150 200 250 300 350 400

本庄市

深谷市

寄居町

上里町

熊谷市

埼玉県内転入先上位

334

176

86

64

60

0 50 100 150 200 250 300 350 400

本庄市

深谷市

上里町

熊谷市

寄居町

埼玉県内転出先上位

出典：住民基本台帳（平成 27～令和元年度の 5 年間の総数） 

 

出典：住民基本台帳 

転入 転出 増減
平成22年 282 302 -20
平成23年 348 237 111
平成24年 353 286 67
平成25年 353 332 21
平成26年 366 345 21
平成27年 343 344 -1
平成28年 304 335 -31
平成29年 368 331 37
平成30年 426 360 66
令和元年 495 344 151
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純移動数については、平成２７年（２０１５）、２８年（２０１６）を除いて増加していますが、

年齢３区分別に見ると、生産年齢人口（１５～６４歳）は平成２４年（２０１２）より一貫して減

少し、老年人口（６５歳以上）の純移動数が増加傾向にあります。  

年齢別の純移動数をみると、１０代～２０代前半の転出が多くみられ、２０代後半～３０代の転

入が多くみられます。これは、高校・大学などの教育機関が町外にあることから転出し、卒業後に

本町へ戻ってくる傾向が読み取れます。しかし、２０代後半～３０代の転入超過は年々少なくなっ

ています。 
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出典：住民基本台帳人口移動報告 

 

年齢階級別純移動数の時系列分析 

出典：国勢調査、都道府県別生命表 
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（８）地域間の人口移動の状況（通勤） 
 

本町の通勤による移動状況を見ると、町内に住む就業者５，６３４人の５７％にあたる３，２３８人

が他の市町村へ通勤しています。また、町内に就業する者は６，６２３人で、その６２％にあたる

４，１３３人が他の市町村から通勤しており、通勤による人口の流入が見られます。 

移動先の内訳としては、本庄市や深谷市、上里町、熊谷市など、近隣の市町村間での人口移動が

見られます。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本町に住む就業者数（１５歳以上）及び勤務地     町内就業者数（１５歳以上）及び居住先 
 

 

 

 

  

移動状況（通勤） 
赤矢印は美里町からの通

勤、青矢印は美里町への

通勤を示す。 

人 
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美里町以外に就業している者 3,238

埼玉県内 2,679
さいたま市 60
熊谷市 232
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美里町以外に住んでいる就業者 4,133

埼玉県内 3,639
熊谷市 152
秩父市 210
本庄市 1,355
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（９）地域間の人口移動の状況（観光・交流） 
 

観光入込客数の推移を見ると平成２９年（２０１７）から平成３０年（２０１８）にかけて大き

く落ち込み、これは美里夏まつり花火大会の中止及びＪＡ直売所の客数の減少に起因しています。 

今後は寄居スマートＩＣの開通により本町へのアクセスしやすい環境が整うことから、集客に資

する環境整備等により、町外からの来訪者の更なる増加、地域内経済の活性化が期待できます。 

 

入込観光客数 
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２ 産業動向分析                                               

（１）町内事業所数と産業別就業者数 
 

町内事業所数は、増減を繰り返しながら、平成２８年（２０１６）には４１２事業所と、近年は

減少傾向にあります。就業者数は増減を繰り返しています。平成３０年（２０１８)に寄居スマート

ＩＣ美里産業団地への立地企業が決定し、今後就業者数の増加が想定されます。 

また、平成２８年（２０１６）男女別の産業別就業者数は、製造業が男女ともに最も多く、町内

の就業者の半数となっており、町の大きな特徴となっています。医療・福祉及びサービス業では女

性の就業者が男性の就業者を上回っています。  
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年齢階級別産業人口では、基幹産業である第１次産業（農林水産業）就業者数の７割以上が６０

歳以上となっています。今後、さらに高齢化が進展する場合、急速に後継者不足に陥るおそれがあ

ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考） 

第１次産業 農業、林業、水産業 

第２次産業 鉱業、製造業、建設業 

第３次産業 
電気・ガス・水道業、情報通信業、運輸業、郵便業、卸売業、小売業、 

サービス業、金融・保険業、医療・福祉など 
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出典：国勢調査 
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（２）製造業製造品出荷額等 
 

本町の製造業事業所における製造品出荷額等の推移を見ると、平成２４年（２０１２）までは  

２，５００億円前後で推移していましたが、その後減少傾向にあります。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：経済センサス、工業統計調査 

（３）年間商品販売額 
 

本町の年間商品販売額（小売業・卸売業）を見ると、平成２４年（２０１２）より１００億円を

超えており、平成２８年（２０１６）には約２００億円となっています。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：経済センサス、商業統計調査  
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（４）農家戸数、農業経営体数 
 

本町の農家数の推移を見ると、農家総数は平成１２年（２０００）より微増～微減を繰り返し

ており大きな変化はありません。農家の分類別では、自給的農家が平成１２年以降増加しており、

販売農家は減少傾向にあります。さらに、販売農家の内訳を見ると、専業農家は増加傾向にありま

すが、第１種兼業農家及び第２種兼業農家が減少している状況にあります。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：農林業センサス 

 

本町の法人農業経営体数の推移を見ると、平成１２年（２０００）時点では見られませんでし

たが、その後は増加傾向にあります。法人化経営体数の増加は、安定的かつ持続的な雇用の確保や

円滑な経営継承にも繋がることから、経営感覚に優れた農業経営体の確保が求められます。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：農林業センサス  
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３．将来人口に及ぼす自然増減、社会増減の影響度の分析                                  

将来人口に及ぼす自然増減、社会増減の影響度を分析するため、将来人口推計における社人研推

計準拠の推計をベースに、２つのシミュレーションを行います。 

前提条件 令和２年（２０２０）住民基本台帳人口を基準値 

推計手法 

パターン１ 
全国の移動率が今後、一定程度縮小すると仮定した推

計値（平成３０年社人研推計準拠） 

シミュレーション１（国） 

【国の示すシミュレーション】 

仮に、合計特殊出生率が人口置換水準（人口を中長期

的に一定に保てる水準の２．１）まで上昇したとした

場合のシミュレーション 

シミュレーション２（国） 

【国の示すシミュレーション】 

仮に、合計特殊出生率が人口置換水準（人口を中長期

的に一定に保てる水準の２．１）まで上昇し、かつ人

口移動が均衡となった場合（移転・転出数が同数とな

り、移動がゼロになった場合）のシミュレーション 

 

（１）総人口の分析 
 

本町の総人口の推計を見ると、社人研に準拠したパターン１では、令和１２年（２０３０）まで

に総人口が１万人を割り込み、令和２２年（２０４０）には８，７４５人まで減少するものと見込

まれています。 

パターン１に合計特殊出生率の向上を見込んだシミュレーション２（国）では、総人口が１万人

を割り込むのは令和１７年（２０３５）頃と見込まれ、令和２２年（２０４０）には９，３５８人

まで減少することが見込まれています。 

さらに、パターン１に合計特殊出生率の向上と人口移動の均衡の両方を見込んだシミュレーショ

ン２は、シミュレーション１に１００人程度上乗せした形で推移しています。  
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（２）自然増減・社会増減の影響度の分析 
 

本町は、自然増減の影響度が「３」、社会増減の影響度が「２」となっています。この結果から自

然増、社会増に向けた施策双方が必要であるものの、自然増（合計特殊出生率の向上等）に繋がる

施策に取り組むことが、より将来の人口減少に歯止めに効果があるものと考えられます。  

 

分類 令和２２年（２０４０）の推計人口 

パターン１ ８，７４５人 

シミュレーション１（国） ９，３５８人 

シミュレーション２（国） ９，４６６人 

 

分類 計算方法 計算結果 影響度 

自然増減の影響度 シミュレーション１/パターン１ １０７．１％ ３ 

社会増減の影響度 シミュレーション２/シミュレーション１ １０１．２％ ２ 

 

※影響度については、１～５の５段階で表示する。なお、整理方法については下記を参照する。 

自然増減影響度が「３」、「４」、「５」と上がるにつれて、出生率を上昇させる施策に取り組む

ことが、人口減少度合いを抑える上でより効果的であるとされる。 

また、社会増減影響度が「３」、「４」、「５」と上がるにつれて、人口の社会増をもたらす施策

に取り組むことが、人口減少度合いを抑える上でより効果的であるとされる。 

（参考）自然増減及び社会増減の影響度の整理方法 

●自然増減の影響度 

（シミュレーション１の令和２７年（２０４５）の総人口／パターン１の令和２７年 

（２０４５）の総人口）の数値に応じて、以下の５段階で整理する。 

「１」＝１００％未満、「２」＝１００～１０５％、「３」＝１０５～１１０％、 

「４」＝１１０～１１５％、「５」＝１１５％以上の増加 

注１：「１」＝１００％未満には、「パターン１（社人研推計準拠）」の将来の合計特殊出

生率に換算した仮定値が、本推計で設定した「平成４２年（２０３０）までに２．

１」を上回っている市町村が該当する。 

●社会増減の影響度 

（シミュレーション２の令和２７年（２０４５）年の総人口／シミュレーション１の 

令和２７年（２０４５）年の総人口）の数値に応じて、以下の５段階で整理する。 

「１」＝１００％未満、「２」＝１００～１１０％、「３」＝１１０～１２０％、 

「４」＝１２０～１３０％、「５」＝１３０％以上の増加 

注２：「１」＝１００％未満には、「パターン１（社人研推計準拠）」の将来の純移動率の

仮定値が転入超過基調となっている市町村が該当する。 

 

出典：「地域人口減少白書（２０１４年－２０１８年）」 

  （一般社団法人北海道総合研究調査会、平成２６年（２０１４）、生産性出版） 
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（３）人口構造の分析 
 

年齢３区分ごとに見ると、年少人口（０～１４歳）については、パターン１では大きく減少しま

すが、シミュレーション１（国）では微増、シミュレーション２（国）微減となります。特に、０

～４歳人口はシミュレーション２（国）において増加することが推計されます。  

生産年齢人口（１５～６４歳）は、いずれも大きな減少になりますが、特にシミュレーション２

（国）ではその減少幅は小さくなります。 

老年人口（６５歳以上）は、パターン１とシミュレーション１（国）では現状値より１４％増加

しますが、シミュレーション２（国）においては増加率が抑えられています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）高齢化率の分析 
 

高齢化率はパターン１、シミュレーション１（国）、シミュレーション２（国）のいずれにおいて

も上昇を続けています。 

しかし、合計特殊出生率の向上や移動均衡によって高齢化抑制の効果が現れることにより、令和

２２年（２０４０）にはパターン１と比較し、シミュレーション１（国）では２．７ポイント、シ

ミュレーション２（国）では６．２ポイント低くなります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

35.5%
37.4%

39.3%
41.8%

28.1%

32.7%
35.2% 36.4% 37.5%

39.1%

34.2% 34.5% 34.7% 35.6%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

45.0%

50.0%

平成27年 令和2年 令和7年 令和12年 令和17年 令和22年

2015 2020 2025 2030 2035 2040

高齢化率

パターン１ シミュレーション１（国） シミュレーション２（国）

0～4歳

平成27年 現状値 11,420 1,330 381 6,882 3,208

パターン１ 8,744 912 243 4,174 3,658
シミュレーション１（国） 9,358 1,407 387 4,293 3,658
シミュレーション２（国） 9,466 1,327 429 4,766 3,373

0～4歳

パターン１ -23.4% -31.4% -36.2% -39.3% 14.0%

シミュレーション１（国） -18.1% 5.8% 1.6% -37.6% 14.0%
シミュレーション２（国） -17.1% -0.2% 12.6% -30.7% 5.1%

総人口 15～64歳 65歳以上

65歳以上15～64歳0～14歳

0～14歳

令和22年

令和22年

総人口



20 

２ 人口の将来展望 

１．目指すべき将来の方向                                                

（１）近年の動向と課題（まとめ） 

【総人口総数・構成】 

・昭和５５年以降の国勢調査の推移を見ると、ゆるやかに増加していた町の人口は平成７年 

（１９９５）をピークに減少に転じています。特に近年では人口減少率の落ち込みが大きくなっ

ています。 

・人口構成の推移を見ると、年少人口（０～１４歳）、生産年齢人口（１５～６４歳）の減少が顕著

であることから、若年世代の定住促進を中心とした人口減少抑制に向けた総合的な取組が求めら

れます。 
 
■第１期総合戦略において実施した主な事業 

新規産業団地の整備、企業誘致支援策の実施、創業・事業引継ぎ支援、就労相談や就職相談会

の実施 等 

【合計特殊出生率と自然増減】 

・出生数、死亡数の推移を見ると、自然動態（出生数－死亡数）

は８０～１２０人の間で減少しており、第１期総合戦略期間中

とその前で大きく変化していません。 

・一方で、合計特殊出生率は、平成３０年（２０１８）には１.４

６と、国・埼玉県よりも高い数値となっています。平成２７年

（２０１５）～平成３０年（２０１８年）の第１期総合戦略期

間中の平均はその前よりも約０．２ポイント上昇しています。 

・本町においては自然増減による人口への影響が高いことから、安心して子どもを生み育てられる

環境の質の向上により、合計特殊出生率の向上が求められます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１期総合戦略

期間 

■自然減平均 

2011～2014 年 -97 人/年 

2015～2018 年 -99 人/年 

 

■合計特殊出生率平均 

2011～2014 年 1.17 

2015～2018 年 1.34 
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■第１期総合戦略において実施した主な事業 

妊娠・出産のための支援、こども医療費の助成、妊娠・ファミリーサポート事業の推進及び拡

充、魅力ある学校づくり 等 

【社会増減】 

・本町の社会増減は平成２３年（２０１１）以降、転入数が転出数を上回る「社会増」の傾向とな

っています。特に第１期総合戦略期間中において、社会増の傾向が若干強くなっています。 

・一方で、社会移動を年齢３区分別に見ると、生産年齢人口（１５～６４歳）は平成２４年（２０

１２）より一貫して減少しており、老年人口（６５歳以上）の純移動数が増加傾向にある状況で

す。この傾向は、近年（第１期総合戦略期間中）特に顕著に見られます。  

・転入・転出先の 6 割以上が埼玉県内の自治体であり、特に近隣市町からの移動が多い状況にあり

ます。 

・以上から、本町においては特に若年世代をターゲットとした、近隣市町からの転入促進とともに、

若年世代が町外へ出ていかない（転出抑制）環境づくりが求められます。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■第１期総合戦略において実施した主な事業 

住宅地創出への支援、転入希望者への住宅支援、町民の住宅整備支援、町外者への暮らしの魅

力発信の強化、町出身者への望郷心アップ事業 

【産業・経済活性化】 

・本町の産業は、第２次産業と第３次産業の占める割合が高いです。第１次産業の多くを占める町

の基幹産業の農業においては、近年、販売農家が減少し、自給的農家が増加している状況にあり、

農業の衰退による耕作放棄地等の問題が生じています。そこで、地域で消費しているものは地域

で供給するという「地消地産」の考え方をベースに地場産の農畜産物の供給を増やすための取組

が必要と考えます。経営規模の大きさに限らず、地域に需要のある農作物を作る生産者を増やし、

地域で消費する作物を地域で生産する仕組みづくりが求められている状況にあります。さらに、

この地消地産の取組は、農業に限らず、他の分野においても適用し、地域経済の中で循環するお

金を増やし、持続可能なまちづくりへつなげていく必要があります。 

第１期総合戦略期間 

 

 

出典：住民基本台帳人口移動報告 
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・寄居スマートインターチェンジ（以下、「寄居スマートＩＣ」という。）の開通により高まる立地

条件を活かし、新たに寄居スマートＩＣ美里産業団地が形成され、本町の産業の発展が期待でき

ます。 

・人口減少下においては、女性、高齢者、障がい者、外国人など誰もが居場所と役割を持ち、美里

町の活力向上に寄与するとともに、多様な人々が訪れ交流を促すことが必要です。 
 
■第１期総合戦略において実施した主な事業 

新規産業団地の整備、環境にやさしい農業の推進、地元商店と連携した特産品の開発、新規就

農者支援、地域活性化施設整備事業基本構想の策定 等 

 

【新型コロナウイルス感染拡大への対応】 

・令和元年（２０１９）１２月に報告された新型コロナウイルス感染症（COVID-19）は、中国国内

に留まらず、人の移動を通じて世界に拡散しています。日本国内でも急速な感染拡大を受け、そ

の影響は人々の生命のみならず、経済、社会、さらには人々の行動、意識、価値観にまで多方面

に波及しています。 

・事業の継続と地域経済の回復を図るとともに、新型コロナウイルス感染症克服と地域経済の両立

に向けた取組が必要です。 
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（２）目指すべき将来の方向性 
 

本町の人口の現状と課題を踏まえ、人口の将来を展望するにあたって以下の方向性を目指すこと

とします。 
 

①誰もが生きがいを持って活躍できる環境づくり                                

少子高齢化、人口減少が進む中、町の活力を維持・発展していくためには、本町に関わる人それ

ぞれが、これまで培ってきた知識や経験を多彩な分野で発揮するとともに、町に関わる人口を増や

していくことが求められます。 

また、新型コロナウイルス感染症の影響により、人々の暮らし方や働き方、価値観等、人々のラ

イフスタイルが大きく変化しています。自由度の高い働き方、暮らし方が可能となり、ワーク・ラ

イフ・バランスの実現や心の豊かさを求めて、都市部の人々が地方と関わりを求める動きが出てき

ています。 

こうした動きを受け、女性、高齢者、障がい者、外国人など誰もが居場所と役割を持ち活躍でき

る環境づくりに努めるとともに、町外からの交流人口、関係人口の創出に向け、取り組みます。  

②子どもを生み育てやすい環境づくり                                

アンケート調査による理想とする子どもの数は２．３９人である一方、直近の美里町の合計特殊

出生率を見ると、平成３０年（２０１８）に１．４６と、理想とする子どもの数とのギャップがみ

られます。 

出生数を増やすことが、人口を維持するためにより有効と考えられることから、子どもを生み育

てやすい環境を整え、合計特殊出生率の更なる向上を目指します。 

③若年世代に選ばれる環境づくり                                 

本町の近年の人口移動の状況を見ると社会増の状況にありますが、その内訳を見ると、高齢者の

移動による増加が多い状況にあります。また、年齢別の純移動数をみると、１０代～２０代前半の

転出が多くみられ、２０代後半～３０代の転入が多くみられます。これは、高校・大学等の教育機

関が町外にあることから転出し、卒業後に本町へ戻ってくる傾向が読み取れますが、２０代後半～

３０代の転入超過は年々少なくなっています。  

アンケート調査によると、約 7 割の町民が町に愛着を持ち、住みやすいと感じています。その主

な理由として自然災害の少なさや自然環境の豊さを挙げていることから、こうした町の強みを活か

しつつ、交通の便や買い物の利便性等の弱みを改善していく必要があります。さらに、寄居スマー

トＩＣ開通の効果を活かした新たな雇用の創出や子育て支援の充実等により、若年世代の流出抑制、

流入増加を目指し、一度本町を離れても、将来の生活拠点として再び帰って暮らしたいと思えるま

ちづくりを推進します。 

④基幹産業の維持と経済の活性化                                 

町の基幹産業である農業を取り巻く状況は厳しく、近年農業者の高齢化や後継者不足が進み、農

家数、特に専業農家の減少が顕著であり、後継者のいない小規模兼業農家の割合が増えています。

今後この状況がさらに進むと、荒廃農地の増加につながり、美しい町の景観の維持にも影響をもた

らすおそれがあることから、農業の維持・振興は重要な課題です。そのため、地域で消費している
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ものは地域で供給するという「地消地産」の考え方をベースに、経営規模の大きさに限らず地域に

需要のある農作物を作る生産者を増やし、地域で消費する作物を地域で生産する仕組みづくりに取

り組んでいきます。 

また、新型コロナウイルス感染症により大きな影響を受けた地域経済の速やかな回復に向け、雇

用の維持と事業の継続の支援を行います。さらに、寄居スマートＩＣの開通を契機に、産業の更な

る発展が期待できることから、産業の発展を若年世代の定住、地域の魅力創出、交流人口の創出に

結びつけるための取組を進めます。 

 

２．人口の将来展望                                

（１）第１期人口ビジョンにおける将来推計（目標）の考え方 
 

第１期人口ビジョンにおいては、以下の考えに基づきシミュレーション及び将来推計を行ってい

ます。 

 

■第１期人口ビジョンにおける推計 

前提条件 平成２７年（２０１５）住民基本台帳人口を基準値 

推計手法 

パターン１ 
全国の移動率が今後、一定程度縮小すると仮定した推計値

（平成２７年社人研推計準拠） 

シミュレーション１ 

合計特殊出生率を令和２２年（２０４０）までに本町の出生

率を１．８０（令和２年（２０２０）：１.２９、令和１２年

（２０３０）：１.５６）まで順次上昇したとした場合のシミ

ュレーション 

シミュレーション２ 

（第１期計画目標） 

シミュレーション１による出生率向上後の推計値に生産年

齢人口を毎年１０人程度、社会増とした場合のシミュレー

ション 
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昭和55年
(1980)

昭和60年
(1985)

平成2年
(1990)

平成7年
(1995)

平成12年
(2000)

平成17年
(2005)

平成22年
(2010)

平成27年
(2015)

平成32年
(2020)

平成37年
(2025)

平成42年
(2030)

平成47年
(2035)

平成52年
(2040)

（人）

美里町の人口 将来推計（目標）
パターン１ シミュレーション1 シミュレーション2

（1,903人差）

２０４０年

社人研パターン ：８，１７２人

人口減少歯止め

シュミレーション２ ：１０，０７５人

※設定：出 生 率 ：１．８

社会移動 ：１０人増／年

令和2年 
令和  2年 令和  7年 令和  12年 令和  17年 令和  22年 
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（２）将来推計の再推計 
 

人口推計に変動をもたらす大きな要因は第１期人口ビジョン策定時からの５年間で見られない

ため、基本的には第１期人口ビジョンの考え方を踏襲し、人口推計の基準値を最新の値（令和２年

（２０２０））に更新し、再推計を行います。 
 

■第２期人口ビジョンにおける推計 

前提条件 令和２年（２０２０）住民基本台帳人口を基準値 

推計手法 

新パターン１ 
全国の移動率が今後、一定程度縮小すると仮定した推計

値（平成３０年社人研推計準拠） 

新シミュレーション１ 

合計特殊出生率を令和２２年（２０４０）までに本町の

出生率を１．８０（令和２年（２０２０）：１.２９、令

和１２年（２０３０）：１.５６）まで順次上昇したとし

た場合のシミュレーション 

新シミュレーション２ 

新シミュレーション１による出生率向上後の推計値に生

産年齢人口を毎年１０人、社会増とした場合のシミュレ

ーション 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

11,420

11,004

8,745

11,004

8,948

11,004

9,957

10,897

10,075

11,207

10,678

8,403
8,300

8,800

9,300

9,800

10,300

10,800

11,300

2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年

平成27年 令和2年 令和7年 令和12年 令和17年 令和22年

美里町の人口 将来推計（再推計）

新パターン１ 新シミュレーション１

新シミュレーション２ 旧シミュレーション２（第1期計画における目標人口）

参考パターン（H30社人研推計_国勢調査ベース）

－118 人 

（人） 

 凡例 
2015 

平成 27 
2020 
令和 2 

2025 
令和 7 

2030 
令和 12 

2035 
令和 17 

2040 
令和 22 

新パターン１  11,420 11,004 10,476 9,928 9,354 8,745 

新シミュレーション１  11,420 11,004 10,486 9,978 9,469 8,948 

新シミュレーション２  11,420 11,004 10,745 10,474 10,209 9,957 

旧シミュレーション２ 
（第１期計画における目標人口） 

 
11,420 10,897 10,629 10,452 10,278 10,075 

平成３０年社人研推計 
（国勢調査ベース） 

 
11,207 10,678 10,142 9,591 9,014 8,403 
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令和２年（２０２０）現在、人口は第 1 期人口ビジョン推計人口（１０，８９７人）よりも多く、

推計よりも維持ができている状況にあります。  

一方で、第 1 期人口ビジョンにおける目標人口（旧シミュレーション２）と再推計（新シミュレ

ーション２）を比較すると、約１２０人、当初推計よりも減少しています。これは、基準年の人口

構成や社会増減に係る純移動率の推計値の変更により生じた差と考えられます。  

第 2 期人口ビジョンにおいても、引き続き合計特殊出生率の向上、社会移動の増加の維持・微増

により令和２２年（２０４０）に約１万人の人口維持を目標とします。 

ただし、令和元年（２０１９）１２月に報告された新型コロナウイルス感染症のような想定外の

事態の発生により、人口の社会増減や自然増減に大きく影響を及ぼし、具体的な影響値が算出可能

な場合には、計画見直し期において推計の条件を再設定するとともに、対応策を総合戦略にて検討

していくこととします。 

 

（３）目標人口の維持に向けた達成状況と課題の整理 
 

令和２年（２０２０）現在、人口は第 1 期人口ビジョン推計人口（１０，８９７人）よりも多く、

推計よりも維持ができている状況にあります。  

また、合計特殊出生率も、平成２８年（２０１６）から上昇しており、平成３０年（２０１８）

時点で１．４６、平成２７年（２０１５）からの平均は１．３４と、目標以上に達成できている状

況にあることから、引き続き安心して子どもを生み育てられる環境の形成により、合計特殊出生率

の向上を目指すことが求められます。 

社会増減の状況を見ると、総移動はプラスになっています。一方、生産年齢人口を見ると目標は

「毎年１０人程度の社会増」であるのに対して、平成２７年（２０１５）～平成３０年（２０１８）

で「毎年約５５人の社会減」と、大きく下回っており、目標達成に向けての大きな課題と考えられ

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

社会増減 

生産年齢人口の移動 

 

 

 

 

目標値 

＋１０人/年 
 

実績値 

ー約５５人/年 
（平成２７～３０年平均） 

 

総人口 

令和２年（２０２０）人口 

 

 

 

 

目標値 

1０,８９７人 
 

実績値 

1１,００４人 
 

自然増減 

合計特殊出生率 

 

 

 

 

目標値 

１．２９ 
 

実績値 

１．３４ 
（平成２７～３０年平均） 
 

引き続き、人口維持に資する取

組を総合的に実施することによ

り、人口総数の低下を抑制する

必要があります。 

「平成４２年（２０３０）の合計

特殊出生率１.５６」に向け、子

どもを生み育てられる環境の向

上が求められます。 

若年世代にとって魅力ある住環

境形成に向けた取組を改善する

必要があります。 
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（参考） 外国人を含んだ美里町の将来人口の推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（人） 

 凡例 
2015 

平成 27 
2020 
令和 2 

2025 
令和 7 

2030 
令和 12 

2035 
令和 17 

2040 
令和 22 

新パターン１ 
 

11,533 11,167 10,636 10,090 9,517 8,905 

新シミュレーション１ 
 

11,533 11,167 10,646 10,140 9,633 9,109 

新シミュレーション２ 
 

11,533 11,167 10,912 10,643 10,380 10,128 

旧シミュレーション２ 
（第１期計画における目標人口） 

 
11,420 10,897 10,629 10,452 10,278 10,075 
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